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ナチス後期における労働政策と 
その実態に関する社会史的考察

.1936年秋から1938年 6 月まで-

矢 野 久

序

第一節四力年計 L巧と労働政策 

第二節労働!政策のま態 

第一項鼓 .金属業  

第二項建設業 

第三節賞金水準の動向 

最終節結論的 ♦察

よれぱ，ナチス * ドイツの経済は戦前期，戦 時 共 [平 

和経済 J であり，しかもそれがヒットラーの「電擊戦. 

，構想の意識的適用によるものである。 ，

ザウアー, G .シュ第二の見解は，R . ユルべ，W
C2) ,

ルツらの見解で，主 に 1933— 1934年の時如を対象に

序

本稿の課題は，ナチス労働政策の政策内容とその実 

態を分析することにある。ナチス労働政策そのものを 

扱った研究は意外に少ないが，それに関速するこれま

してすでにこの時期に手形金融方式による軍備政策 

が行なわ;k ,  W軍備が全経済政策を支配していたとみ 

なして，第一の見解に対して [平時における戦争経济J 
と特徴づけている。ここでは労働者励員の問題は全く 

触れられていない。 ，

上記の二つの全く異なるナチス経清体制の特徴づけ

シュヴァイツァに対して，第三の见解を主張するA 
一， D . ペッツィーナは, I 936年 秋 の 「四力年計画J

での西欧の研究は三つの見解に大別されよう。第一の
C1)

見解はB . クライン，A . ミルウォードの見解で，労

働配置問題は法制庇に閲する分析からはその实態は把 

照できぬとして統計的分析にもとづき，労働力の絶対 

数並びに労働力の配分双方の点で16点的な労働配置♦ 
労 働 者 I動員J はなかったとするものである。彼らに

を画期としてナチ体制を前期と後期に二分し前期に 

おける平和経済的体制，後期における戦ザt経済的体制 

と特激づけている。D . ペッツィーナは，主として法 

制度の内容をもとに，労働者統制は前朋には一定の法 

制化にもかかわらず，大量の失業者の存在によってそ 

の統制はなかったのに対し，後期には ■■問接的」統制

注（1 ) Burton H. Klein, Germany's Economic Preparations for War, Harvard 1959; Alaa S, Mil ward. The 
German Economy at War, London 1965.

( 2 )  Rene Erbe, Die nationalsozialistische Wirtschaftspolitik 1933-1939 i))i Lichte dev inodernen T'heoriCt 
Zurich 1958 ; Karl t)ietrich Bracher/Wolfgang Sauer/Gerhard Schulz, Die nationalsozialistische 
Machtergreifung, Koln uiid Opladen 1960.

( 3 )  Arthur Schweitzer, Big Business in the Third Reich, Bloomington 1934 ； Ders, "Business Power* 
under the Nazi Reginic/^ in ; Zeitsclirift fu r  NationalokonoiHie, 20, Jg., 1960 \ Dietitiar Petziua* Def 
ftationalsozialistische VieyjuhTcspUiH von 1936, Diss., Mannheim 1965 (以ト Pet:iina, VieyjchyespIdu. 
と略す）；Ders, "Hitler und die deutsche Industrie," in : Geschichte in Wissenschaft und Unterricht, 
17. Jg., 1966 ； Ders, AutarkiepoUtik im I>/iUen Reidh Stuttgart 19G8 (以下 Petssina, Autarkiepolitik. t  
崎す）；Ders, "IG-Farben und nationalsozialistische Autarkiepolitik/* in : Tradition* Zeitschrift f  'tif 
FirmengeschichU und Ufiternehtnerbibliographte,13. Jg., 1968 ； Ders, "MobiHsierung deutschcrAi.be， 
itskrafte vor und wahrend des II. Weltkrieges," in : Vierteljabreshe/te fiir  / eitgeschichi*?» 18，Jg.’ 
1970 (以f  Petzina- "M obilisierung"と略す:)。 ，
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ナチス後期における労働政策とその実態に関する社会51：的考察

か ら 「直接的J 統制へと段階的に移行しながら労働者 

に対する統制んiあったとしている。

以上の三つの研究の動向の整理から，労働者r動員j 
はあったのか否か，ナチス.ドイツは戦争経済なのか 

平和経济なのか，それはヒットラーないしナチ党.国 

家衍霉部の意識的適用によるのか否か，という問題が 

生じてこよう。しかしながら，本稿ではこれらの問題 

に全面的に答えてゆくことはできない。そこで本摘で 

は，後期に限定して労働配置，労働者に対する統制の 

問題を扱うことにする。その際本稿では，時期として 

は，1936年 秋 の r四力年H•画j 以降，1038年 6 月のナ 

チス労働政策の画期をなす労務義務令並びに貨金構成 

令に至るまでの時期にP再定し，しかも実態分析の対象 

としては，鉄 ，金履業と雄設業の二部門に限定して分 

祈を試みるととにする。

分析を始める前に> 本稿の理解をより明確にするた 

めに以下の三点をあらかじめ示しておくことにする。 

第一点は，第一節で後述するように，第二の解のよ 

うに前期にすでに戦争経済が存在したという立場には 

たたず，•第三の見解のいう前期.後期の区分に立脚す 

るということである。第二点は，分析方法に関するこ 

とである。第一の見解が労働配置の法制度の内容を無 

視し，統計的分析のみにもとづいているのに対し，第 

三 の 解 は ，法制度にのみもとづいている。本稿では， 

一方で労働配置の法制度も，その経済政策の方向性と 

の関速で問い，労働政策の意図を解明しつつ，他方で 

その実熊を資（史）料をもとに把握することによって， 

先の問に答えてゆく手掛りをつかむことにす,る。第三 

点は，本稿はナチス支配の社会史的解明のための準備 

作業であるという点である。ナチス研究の最も重要な 

力て法的視座の一つとしての権力揺造的発想が，（イ)ナチ 

党指導者間の権力欲に由来する権限争い，（ロ)ナチ党内 

部におけるr大衆運胁I の側面と「機撒の側而の対 

立に根をもつ指導者間の争、，（ハ)ナチ党と伝統的支配 

層の間の対立を反映した指導者間| ト)い,という三糖の 

対立IMj係から構想され，これまでの f■一枚岩J 的ナチ 

ス像から, ディナーミッシュな，カオス的な，ポリク 

ラティッシュなナチス像への転換をはかることを可能 

ならしめたことは疑いないといえる。しかしながら， 

そとには最もffi耍な観点が欠落している。それは，

ァィゾ一；，ッシュな権力構造に貫徹する一一ナチ 

体制と労働者大衆との関連である。この関連は，上記 

三種の対立関係から構築された権力構造におい'てめみ 

捉えられるのではなぐ，こうした権力対抗関係にある 

権力諸生体と労働者大衆との関迪において，すなわち， 

ナチ体制における労働者大衆の経済ゆ. 社会的.政治 

的 ，イデォロギ一的な状態と位置の具体的な特徴にお 

いて捉えられねぱならない。 ■
こうした関連において歴史を把握する方法的視座は， 

ドイツ歴史学において"Gesellschaftsgeschichte" と 

して提起されているか，. いわゆる（'社会史j "Sozialge- 
sch ich te"研究の潮流に位置するもので、あぐ；!’。 ドイッ 

麼史学の主流をなしていた出来事 (Ereigiiisse) の鹿 

史としての r普遍史J (Allgemeine G eseh ichte)力'り 
政治史-を中心に展関されてきたことは肩知の事実であ 

る。 それに対して，' [構造史J (Strukturgeschichte) 
としての社会史は， r人fffj諸団体の構造，その内部的 

仕組み」を考察の対象とし，歴史考察の様式‘方法の 

転供を求めるものであった。最近の西独社会史家達は* 
政沿史中心主義に対する根底的な批判に立脚して，そ 

(p—方で社会なき構造史を批判して，普遍i o ネi 会i  
的解釈として，"G esellschaftsgeschichte" を提唱し 

ている。それは，政治と経済との関速を「社会J とい 

うョリ広いパースぺクティヴの中に組み入れ，歴史を 

社会の歴史として叙述しようとするものである。換言 

すれば，それは，経済過程 . 構造の歴史と権力関係， 

支配形態の展史とを媒介するものといえよう。華者は,. 
先の三種の権力対抗関係の祝点に加えて，ナチ休制と 

労働者大衆との'開迪 .をこうしたgesellschaftsgesch- 
ic h t l ic h な軸において捉えようとするものであり，本 

稿はその準備作爱の一環をなすものである。

第一 節 四 力 年計画と労働政策

ナチスの経済政策の方向は，1936年 8 月のヒットラ 

一のいわゆる [四力年計画覚書j によって与えられた 

力S その基本的方向は， ドイツの生存域をにおい 

て確保し， ドイツ民族の(■自己主張j を行なうという掀 

張主義的絡線にある。この生存圏獲得を可能ならしめ 

一—  る経済的前提をいかに確保するか, そこにこの「覚書J
注（4 ) 山ロ定『ナチ. エリ" り巾公新こ畫，1976;ffi, 208贾。

( 0 ) ここでは Hans .Mommsen, Hans-Urllch Wehlei", Jui'gen Kocka, HeiiU'ich August Winkler さらにイ 

ギリスの’riinothy M asoilらの名をあげるにとどめる。社会史的ナネズ.ム論の具体的展開については後日に期した

い◊. . ' .
—— ^1{661) ——



[三田学会雑誌J 70巻 6 号 （1977印.12月）

の経済的課題と意義がおかれているが，こ の 「覚書j 
で示された経済的課題は, ト)軍事:がJ再軍備と並んで経 

済的再軍備， 料 • 燃料供給のできうるかぎりのg  
立化，@ 国内合成生産の拡大，に あ り r ドイツ経済は 

四力年以内に戦争遂行可能とならねぱならぬJ ことを 

要請するものであった。ヒットラーが I"缺の決断をも 

って全領域で100%の自給をはかる」ことを要請して 

いるところから，四力年！！•画 が rアウタルキーj の道 

を步むものときえられがちであるが，純然たるアウタ 

ルキーの道ではなく，基本的目標はあくまでも生存圏 

獲得にあり，四力年計画はこうした目標遂行の為ので 

きうるかきりの自立イヒを目指すものなのである。ここ 

においては，帝国主義的拡張と国内の経済的再軍備政 

策は一体化されている。すなわち，ナチス . ドイツの 

経博政策はかかる帝国zii義的拡(feの手段とされ，国防 

，経済政策上高度の軍備状態を達成することが課せら 

れている。その意味で，世界経済的関速の中でドイツ 

の再軍備を行なうというこれまでの経済政策の方向， 

つまり経済大臣,ライヒスバンク総 载 H . シャハト 

(Hjalmar Schachりに代表される方向とは決定的に 

異なり，ナチス経済政策の一つの画期をなすものとい 

える。ナチス体制を前期と後期に二分するゆえんもこ 

こにあるといえよう。

ナチス，ドイツの経済政策がr四力年n i i i j として， 

このように経済的再軍備，戦争準備を遂行する链済政 

策になったのに対応して，.労働政策はいかなる性格を 

もっことになったのであろうか？ その際まず，労働 

力の状況がいかなるものであったのか，あるいはいか 

なるもめであると国家指導部によっ'て認識されていた 

のかをみておく必要があタ。1936年 8 月26日付の労働 

大臣F . ゼルテ （Franz Seldte) の総理府長官宛の書 

簡並びに19S6年10月 6 日提出の r労働配置規制第二法 

草案J理由書を資料に当時の労働力状況をみると，失業 

者数の減少 ‘ 就業者数の増大にもかかわらず，金属業 

*建設業，建設材料業の摩n 労働力不足，農業の労働力 

不足が生じ，こうした労働力不足が社会的•経済的に 

望まし < ない現象をひきおこしているということ，具 

体的には , 労働局が必要な労働力を雄保しえないので, 
企 業 （_特に公部門の注文を受ける企業）は f 自助」（すなわ 

ち高賃金）に え て 他 企 業 (高資金を支挺>いえぬ）から労 

働力を引き抜いているということ，かくして結果的に 

賃金が飛躍的かっ無計画に上昇すると同時に，労働モ 

ラルは悪影響をうけ，労働者の賃上げ要求のストライ 

キが例外現象ではなくなっているという.ことが確認で 

きリる。とこにおいては,四力年計画政策遂行の前提と 

して，二っの事態があったと考えられる。すなわち， 

第一には，労働者の配盧並びに賃金の動向ー~•専門労

注（6 )  Wilhelm Treue, "Hitlers Denkschrift zum Vierjahresplan 1936/'' in : Vierteljahrshefte fiir  Zeitges* 
chichte, 3. Jg., 1955, S. 206; A. Schweitzer, "Foreign Exchange Crisis of 1936," in ： Zeitschfift fur die 
gesamte Staatsioissenschaft^ 118. Jg., 1952, S. 273-274.

( ア） W. Treue, oA ご仏- S, 209- 210,
( 8 )  p . Petzina, Autarkiei>olitik,，S. 50; Hans-Erich Volkmann, "Aufienhandel und AufrUstung in 

Deutschland 1933 bis 1939," in : Wirtsckaft und Rushing am Vorabend des Zioeiten Weltkrieges, 
hrsg, v‘ Friedrich Forstmeyer/H,-E. Volkmann, Dusseldorf 1975, S. 97.

( 9 ) 外貨不足問題に直面して，まずもって輸出を促進し，それによ0 て得られた.外貨をW軍備に必要な原料の購入にあ 

てる，という方向である。

(10) 大野英ニ r四力年計画と経済政策の転換一 ナチ• レジーム班究ノートj 大野英: I V 住怒一彦， 諸旧夷編r ドイツ資 

本主義の史的構造j 有雙閣，1972年，所収。

(11) 1933 1936

i 1 S i 480；i5 人 1,340ガ人
160万人 1,760万人

(B, Klein, op. cU； p. 67 ; R, Erbe, <?/>. ciL, S. 92.)

〈12) . "Schreiben des R eichs- und PreuBischen Arbeitsministet^s an den Chef der Reichskanzlei, Dn 
Lammers, vom 28. August 1036," in ニ Bundesa デchi" Koblenz (BA), R43 II, Bd‘ 533 .これは，辱近T ‘. メ イソ 
ンにより公刊されたドキュメントにDok* 2 として収録されている。Timothy W» Mason- Arbetterklasse und 
Volksgefiieinschaft. Dokumente und Materialien zur deutschen ArbeiterpoHtik 1036- 1939, Opladen 
1975, Dok. 2* S‘ 194-1% (以下 Masont Dok‘ 2 . と略す），"Entwurf eines Zweiten Gesetzes zur R egelung 
des Arbeitseinsatzes niit Begrlindung und Durchfuhrungsbestiminungen Vom6, Oktober 1936/* in: 
Deutsches Zentratarchiv Potsdam <̂ DZA Potsdam), RAM, Bel 9399 ； BA  ̂ R43II, Bd. 533 (Mason： Dok‘ 
み S‘ 198-201). ，

^2 { 6 6 2 )

I

•., 

あ



縛I力不足と賞金の無計画的上昇—— •という労働力的側 

而における本態と，第二には，労情!J者の労働モラルの 

悪化，ストライキ現象という労働i 的側面における事 

態とである。

こうした事態の中で，四力年計画—— 経済的再軍備 

. 敏争準備一一を行なう上や，いかなる労働政策が求 

められたのであろうか？ 国防省国防経済本部(Wehr. 

w irtschaftsstab)長 G ，ト ー マ ス （Georg Thomas)

は，1936年11；̂ 4 日のライヒ労働会議所第五回大会に 

おける演説の4 •で，来るべき戦争にそなえて， ドイツ. 
労働戦線（D A F )との協力によって，（1)社会的平和の 

雜持，（2)健全かつ戦闘力ある® 民の確保，（3)価格，賃 

金水準の固定化，（4)専門労働力の需要保，（5)教蒙 * 
教育活動という五つの基本的な社会政策的要求を行な 

った。（3)は再軍備政策遂行のための賃金政策であり， 

固定した賃金による再軍備の円滑なる遂行を目指すも 

のであり，（4)は専門労働力不足に対応するための大量 

生産，婦人労働導入，職業訓練による専n 労働力確保 

であり，以上はすぐれて労働力政策的色彩をもつもの 

である。それに対U て，（1)は典同体イデオロギーにも 

とづく企業内並びに社会的レヴ01ルでの平和を目指し 

{2)は D AFの I■勧高カ行団_1 ("Kraft-dnfch-Freunde”） 
活動による『精神的，肉体的に後全なJ 労働者の’ぎ成 

を目指し，（5》は宣伝潜の活動によって戦争プログラム 

の一環として国民を啓蒙，教育^することを目指してお 

り，これらは，すぐれて労働者政策的色彩をもつもの 

である。少なく .ともこの時期に政府によって意因され 

た労働政策は，先述の労働力状況の労働力的側面と労 

働者的側® 双方の二重の事態に対応して，経済的再軍

備 ‘ 戦争準缩のたあの労働力政策であそと同時に，そ 

のィデォロギー的前提を創出するための労働者政策で 

あったといえる。

しかしながら，実際に法制化された労働政策は，必 

ずしもこうした二重の意因を直接的に反映するもので 

はなかった。 [労働配置規制第二法草案j 前文が示す 

ように，実際には [国策上重要な課題J とりわけ四力 

年計画の建設プログラムの遂行に翅設業，鉄 ，金属業 

の労働配置を適合させ，専門労働者を育成して労働配 

置問題を解决するという労働力政策的侧面が前Tfriに111 
ることになった。この第二法草案は法制化されず, m  
際には四力年計画総監H ‘ゲーリング (Hermann Go­
ring) による七つの四力年針画施行指令（Anordnimg) 
として制度化されることになったが，以下その具体的 

内容をみておこう。

その第一の施行指令は，専門労働者養成に関するも 

ので，四力年計画の範囲内で，鉄 ‘ 金属業，建設業の 

10人以上の就薬者をもつ企業に一定の割合のJT習エ養 

成を義務づけ，労働局 • 帝国局がそれを規制しうると- 
している。

第二の施行指令は，金属労働者需要確保に関するも_ 
ので，[四力年計画の範西內において無条件に履行さ 

るべき鉄，金属業の国策上，経済政策上重要な注文を 

確保するために，必要な金属労働者の供給J を緊急に 

行なうことを目指している。本指令によって鉄，金属 

業における金属労働者の雇用は，労働局の許可義務を 

必要とし，その際, 国策上，経済政策上重要な課題に 

もとづいて許可が与えられるとされた。

第三の施行指令は，金属労働者•建設専門労働者が

注(13) "Wortprotokoll der 5. Tagung der Reichsarbeitskammer am 24, November 1936 in Berlin," in : 
DZA Potsdam, RWM, B d .10314 ; BA, R41,Bd* 18 (Mason : D o k .1 , S. 179-188),

(14) D A F 指導者R .ラ イ （Robert L e y ) は同大会で，生存圏確保を前提としながらも，トーマスの方向に対して， 

労働者の儀性の軽減• D A F 活働こよって労働者大衆の信任を得ることを強調しているUbid., S . 189-191,)。
(15) "Eiitwurf eines Zweiten Gesetzes," op. cit" S' 210.
(16) "Erste Anordnung zur Durchfuhrung des Vierjahresplans (AnO Durchf. VJP) uber die Sicher- 

stellung des Facharbeiternachwuchses voin 7‘ November 1936," in : Dentscher Reichsanzetger and 
Pfeupischer Staatsanzeiger (£!/? 4̂) Nr. 262 (Mason : Dok, 6, S, 223-224).

(17) "2weite AnO Durchf, VJP Uber die Sicherstellung des Bedarfs an Metallarbeitern fUr staats- 
und wirtschaftspolitisch bedeutsame Auftrage vom 7. Nov, 1936," in ： DRA Nr* 262 (M ason; Dok, 7, 
S, 225).

(18) r鉄 • 金属劉とは，製鉄業，非鉄金属業，鋳造業，銅鉄製作業，機械製作業，船舶業，硫空機業，電機業，精密機 

械 ，光学業, プリキ，金属製品業を含む：E業であり，r金属労働者J (M etallarbeiter)おは， r鉄 • 金属業j の舉門

, 労働力として職業教育☆終了した労働者，経営職員，職場長，技術者，さらに労働手帳で熟練ないレ半熟練と記され 

, た労働者を示している。本指合第二*三条参照。

<19) r第二法草案J では無条件に労働局の許TFJが必耍とされたが，本術令ではケ月以内に10人以上増加する場合という 

条件がつけられた。

8 3 (^ 5 5 )
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その職業教育に対応しない職場で働いズいる場合，

「非経済的浪費J であるため，その職業教育に適合し 

た職場に配置することを目指すも.ので，当ま企業は労 

働局に報告せねぱならず，労働局が許可すれば告示期
ひ0)

問なしに離職しうるとされた。

第四の施行指☆は，国策上♦経済政策上重要な建設 

計画のための労働力並びに建設材料確保を目指すもの 

で，公私建設 • 土木計画は開始三ヶ月前に労働局に屈 

/ iiることが義務づけられ，重耍でない建設針画を延期 

し，緊急の国防軍建設その他の重要な建設計画遂行を 

可能ならしめるものであった。

第五の施行指令は, 40歳以上の高龄労働者を適切に 

就業させるもので，一 方 で r第二法草案j 理由書が示 

すように高齢失案者に対処すると共に，他方で®策上 

の必要に対応させることを主眼としている。

第六り施行指令は，金属労働者.建設専門労働者の 

広告掲示による無規制的募集を阻止するためのもので, 
新lifi，雑誌等での掲示を禁止し，例外は帝国局長宜の 

許可を必要とした。

これまでの指令が11月 7 日に公示されたのに对し第 

七の施行指令は12月22日に公示された。本指令は，鉄 

，金属業，建設業，れんが業，農業において労働者に 

よる労働'関係の違法な解約を阻止するためのもので， 

樊約湖間終了までその金業が労働手帳を保持しうると 

された。

以上から，四カ年計画の施^^手段としての労働政策 

の特徴として，まず第一に，四力年計画を中心とする国 

策上，経済政策上重要な課題一一すなわち経济的車 

備 ，戦争準備一 -のための労働力配置というすぐれて 

労働力政策の侧面を打ち出したものであって，労働者 

のイデオロギー的統合という労働者政策的侧而は，背

後に退いていたことがあげられる。第二に，主として, 
専門労働力の不足していた鉄• 金属業，建設業の二部 

門における専門労働力の確保に重点がおかれていたと 

とがあげられる。とりわけ，第二施行指☆によって金 

属労働者の職填移動許可義務制，第四施行指令によっ 

て建設計画の届出義終制の体制がしかれたことは重奥 

である。第三の特徴としては，労働政策が賃金政策と 

V、う形では具体化されていないことである。すなわち， 

それは,’賃金上昇を労働配置政策によって克服しよう 

とするものであり，それ-故，賃金政策は労働配置政策 

に従属せしめられていたのである。

このように，四力年評画施行のためのナチス労働政 

策は，四力年計画の範囲内であり，しかも主に鼓.金 

属業，建設業の二部門を中心とし,かつ専門労働者を 

対象とするような，労働市場に対する介入であるとい 

う意味で，D ‘ ペッツィーナの言うように，労働市場 

の 「間接的統制j と規定しえよう。しかしそれは，ぎ 

態そのものの特徴を表現しているのではなく，あぺま 

でもナチ国家指導部の意図した政策内容の方向性であ 

って，その意味では r労働布場への意図としての間接 

的統制J と規定しえよう。

では, その奨態はいかなるものであったのだろうか。 

以下, 鉄 . 金属業，建設業の二部門における労働配置 

状況の態を分析することにしよう。

第二節労働政策の庚態

第一項鉄 •金属業

軍需工業の基幹部門を構成している「鉄 • 金属業J 
は，「金属労働者J 不足の放に，四力年計画施行指令 

において，建設業と並んで重点的に，その専門労働力

注(20) "Dritte AnO Durclif. VJP iiber die Ruckfuhrung von Metallarbeitern und Baufacharbeitern in 
ihren Beruf vom 7. Nov. 1935," in : DRA Nr. 262 (Mason : Djk. S, S. 226-227)*

(21) "Vierte AnO Durchf. VJP iiber die Sicherstellung der Arbeitskrafte und des Baustoffbedarfs fur 
staats- find wirtschaftspoHtisch bedeutsame Bauvorhaben vom 7. Nov. 1936," in : DRA Nr‘ 262 

(Mason ： Dok. 5, S. 227-228). r第二法草案j は許可義務を課している。

/  (22) "*Funfte AnO Durchf. VJP uber die Beschaftigung alterer Angestellter Vom 7‘ Nov. 1936," in: 
DRA Nr. 262 (Mason : D o k ,10, S. 228-229).理山書についてはまの"Entwurf," c/ム, S. 209.を参さ 

. れた

(23) "Sechste AnO Dui*chf, VJP (iber das Verbot vdi* Kennwortanzeigen fur die Anwerbung oder 
Vermittlung von Metallarbeitern und Bauf acharbeitern vom 7. Nov* 1936," in : DRA Nr, 262 (Mason : 
DoL I h  S. 230). 、

(24) "Siebeiite AnO Durchf. VJP uber die Verhinderung rechtswidriger Losung von ArbeitsverM lレ 
nissen vom 22‘ Pex. 1936," in 2 DRA Nr. 299 (Mason; D o k .12, S, 230-231).

(25) D. Petzina, Vierjahresplan, S. 203-207 ； Ders, "Mobilisiertmg," S. 4 4 4 , ,
-84 (6 6 4 )
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の確保が試みられたととは先述した。特に[第二施行 

指令j は職場移動許可義務制を規定している点でffi耍 

であるが，しかしそれは，四力年Hiffiiの範囲に限定さ 

れるものであった。1936年11月2 7日には四力年計画と 

道接に結びつがない企業にも金属労働者の職場移動許 

可義務制が適用されることになった力';,これによって 

も铁 . 金属業の専門労働力不足は解消されず，他企業 

による専門労働力きIき抜きが激化し，「社会的に望ま 

しくない結果J をひきおこした。そこで193ア年2 月11 
日，帝国局長廣7 F • ジールプ（Friedi'ich S y r u p )は， 

r金厲労働者労働配置指令j C'AnO ubef den Arbeits- 
einsatz von Metallarbeitern vom 1 1 .Febr. 1937")
を告示した。

この指令は，.金属労働者の雇用許可義称制を課する 

ものであるが，その特徴としては，第一に，四力年計 

画の範回内での鉄，金属業という枠がはずされて，あ 

らゆる糖額の公• 私企業，行政が金属労働者を雇用す 

る場合，労働局の許可を必要とするということがあげ 

られる。第二に，国策上 . 経済政策上重要な課題,企 

業の経済性，当該市町村の負担が，金属労働者の居住 

区よりも重要であるとされ，’合厲労働者の居住区の労 

德I局ではなくて，金属労働者の職場を管轄する労働局 

が許可を与えるとされたことがあげられる。第三に， 

r第二施行指令Jが四力年計画政策遂行の手段とされて 

いたのに対し,四力年計画関連企業の金属労働者確保 

を可能ならしめるぱかり力、，金属労働者の援助による 

企菜の経済性，労働者構成の政壊を食い止めるという 

課題も設定されたことがあげられる。

しかしながら，もちろん全面的な職場移動の制限を

行なうものではなくて，金属'力働者の職湯移励許可教 

務制ニ職場移励自由の制限によって金属労働者の確保 

をはかると共に，他方では，193ア年4 月2 7日付の州労 

働庁労働局宛の帝国局長trの 告 が 示 す よ う に ， 「根 

拠のあるJ (す な わ ち 国 策 ♦経依政策上金®労働者の移動 

が必要であろ場合には）職場移動は， むしろ認可して円 

滑に金属労働者を国策上 • 経済政策上重要な企業に移 

動させるととを認めるものであったことは注意を要す 

る。いずれにせよ，労働局には金属労働者の雇;}]ニ職 

場移動に関する規制の権限が与えられ， しかも違反者 

を 罰 金 ，禁固刑に処する権限をも与-えられることにな 

ったのである。

では，鉄 ，金属業における労働配置状況の実熊はい 

かなるものであったのか。1937年 2 月，1937年 3 月， 

1937年 4 月，1937年 5 月，19374}l6 • 7 月，1937年 8 
. 9 月，1937年10月，1937年1 1，12月，1938年 1 . 2 
月，1938年 3 . 4 月，1938イf-5 . 6 月，以上ののラ 

イヒ労働管理货の秘密報告書から, 1938年 6 n までの 

時期における鉄，金属業の労働配置状況の実態を概観 

すると以下のようになる。

まず第一に，1937年 2 月から5 月までの報告におい 

ては，鉄 ‘金属業における生耍問題は原料不足問題セ 

あり，この原料不足から労働時間短縮，ひいては労働 

者解雇が生じていることがあげられる。例えば，シュ 

レ ー ジ ンでは週24時間労働の企業が多く，ヘッセン 

のある機械工場では，原料不足による解®によって労 

働者が40% にまで減少しているという例があげられて 

い る （I937イ 報 告 )。しかし，1937年 (3月以後は原

注(26) Q934年:12月29日指令の修正梢令J として法制化されている。

(27) "AnO uber den Arbeitseinsatz von Metallarbeitern vom 1 1 .Feb. 1937/* in: Reichsarbeitsblalt I, S. 
38 (Mason : D o k .17, S. 251),の前文劍K。 、

(28) 2’みfrf., S, 251 - 253.同 Hi行告示J ("DurchfUhrungserlafT)も参照（/み/ム S, 253-255.)。
(29) "Erla(3 (Erl.) des Prasidenten der Reichsanstalt an die Lanclesarbeitsamter (LAA) imd Arbeits- 

amter (AA) vom 27. April 1937," in : DZA Potsdam, RWM, B d .10410 (Mason : Dok,18, S. 256-257).
(30) (T)"'Auszug aus den Monatsberichten der "jTi’euhSncIer der Arbeit fur den Monat Februar 1937," in : 

BA  ̂R43 II, Bd. 528 (in : Mason ； Dok. 2 7 ) . ②"Ausxug aus den Monatsberichten der Reichstreiihander 
der Arbeit (R，Trh.) fur den Monat Marz 1937 (以下"Aiiszug R. Trh. f* Marz 1937")," in : BA, R43 
II, Bd. 528 (Mason; Dok. 30). ®"Auszug R. Trh. f. April 1937," in : BA  ̂ R43 II, Bd. 528 (Mason :■ Dok» 
3 3 ) , ⑤"Auszug R. Trh, f. Mai 1937," in: J3A, R43 II’ Bd. 528 (Mason: Dok. 36). ® "Auszug R: Trh. 
f. J u n i〔und Juli〕1937," in : BA, R43 II, Bd. 528(Mason : Dok. 41 ) . ⑧"Ausiaig R  Trh. f. A ugust〔im(l

■ SepO 1937," in t BA, R43 II, Bd, 528 (Mason : ひok'. 4 5 ') .⑦"Ai,szug R. Trh. f. Okt. 1937," in ： BA, R43 II, 
Bd. 528 (Mason : Dok, 47)* ⑧"Auszug K. Trh. f. Nov. und Dez, 1937," in ： BA, R43 II, Bd. 528 (Mason : 
Dok、5 2 ' ) ,⑧"Auszug R. Trh. f. Jan* und Febr, 1938/' in ： BA, R43 II, Bd. 528 (Mason : Dok. 96')i ⑩ 

"Auszug R‘ Trhi f ‘ Marz und April 1938," in : BA  ̂ R43 II, Bd* 528 (Mason : Dok、104')、®  "Ausがg 
R. Trh‘ f. Mai und Juiii 1938/  ̂ in : BA, R43 II, Del. 528 (Mason : Dok‘ 108).
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料不足問題は背後に退き，影をひそめている。

それに代わって前面[こ出てくるのが琪門労働者不足 

である。もちろん, 1937年 5 月以前にも専門労働者不 

足が進行し，それに対するための労働時間延長•高賃 

金 ，休日労働手当という措置が講ぜられており（の37 
3 月の報告)，原料不足問題と專門労働者不足問題と 

が地域によって異なっていることは注意せねぱならな 

、（シュレージ;Cソ，ユーダ>-ザクセンでは原料不足間題，

プランデンプルク•中部ドイツでは琪門労働者不足!ig題)o 
さらに，例えぱオストプロイセンでは月によって事態 

が逆転しており，同一地域でも鉄 . 金属業内の：！:業に 

よって事態は異なるということが考慮されねばならぬ 

が，報告からはそれ以上のことはわからない。ともか 

く1937年 6 月以後は専門労働!者不足が重耍問題となり，

トマルク），労働者の意志に反すると労働規律，労働能 

率が低下してしまうという嘆き（1938年3 ,4 月の西南ド 

イッ)，さらには®金収入増大のための労働者の職場 

移動ひ938年1 . 2 月)，国策上.経済政策上重要な企業 

に労働者が無制服な解® を强耍していること（1937年 

8 . 9 月報告）に示されれるような，労働者の側での反 

応をもひきおこしていることが第四の特徴としてあゆ 

られる。 ，

特に国防軍 . 四力年計画の緊急の軍事注文に対する專.
< (31)

門労働力不足が進行していることが第二の特徴である

第 二 項 建 設 業

国防軍建設，四力年計画建設等の国策上.経済政策上 

重要な建設に重点的に建設專門労働者を確保する政策 

は，四力年計画施行指令においては,主に建設計画の 

届出義務による建設専門労働孝•建設材料の確保とい 

う形でなされるものであった。建設^^-門労働者の職場 

移動許可義務制という形での規制は，1937年 4 月27日
(1937年 11♦12月のユ一ダーザクセン， 1938年3 » 4 月のヴ 

エストフア ー レ ンの報告。 1938年 5 * 6 月の報告では，デジ 

サウのある企業では注文充足のためには一万人の労働者が新 

媒に採用されねぱならぬという報告がある）。

第三に， このような專門労働者不足が賃金収入の上 

昇.をもたらし（1937年6 月のオストプロイセン，1938年3 .

の[ビッターフェル ハレ，ヴィッチンペルク労働

局区における化学工業並びに建設業の労働者者労働配
(33)

置指令」を経て，1937年10月 6 日 f石工.木工労働配
C31)

置指令J という形で法制化された。前者は，ライヒ全

.体の中でも再軍備•四力年計画によって特に重点がお

4 月の西ドイツ）， *方で賃上げによる専門労働者の足(92)
止め並びに他企業からの弓I抜きをもたらし（1937年3

かれ，専門労働者不足が最も深刻化し不熟練労働者不
(35)

足にまで拡大した上記三地区において，化学工業，鋳

月のューダーザクセン， ノルトマルク， 1938年 5 • 6 月のザ 

- ルププァルッ）, 他方で労働時間の延長‘休暇禁止を 

もたらしている（I937年 3 月の中部ドィッ，1937年 7 月の 

オストプロイセン, . ヘッセン， 1938年 5 ，6 月のニ V- ダーザ 

クセン，テューリンゲン，ヴ;Cストファーレン）と、、うこと

があげられる。

最後に ,朝力労働力不足問題は,以上の如き労働力的 

側而における問題に止まらず,例えばクリスマス.新年 

にかけての無断欠勤，生産停滞 (1937年1 1 .12月のノル

設.，建設材料業で労働者を雇用する場合，労働局の許 

可を刑法的規制を伴って義務づけるものであった。

後者のほ 7エ • 木工労働配置指令J の特徵としては， 

まず第一に，地域的制限を取り去りライヒ全体に規制 

範囲を波大したこと，第二に，石工.木工という熟練 

建設労働者を对象としたこと，第三に，あらゆる種顔 

の公，私企まと行政を対象としたこと,第四に,熟練建 

設労働者を雇用する場合，その労働者の職場を管轄す 

る労働局の許可を必要としたこと，しかも最後に，刑 

法的規制を加えていることがあげられる。ここに建設

注( 3 1 ) 報告では，どのくらいの注文がなされ，どのくらいの專門労働力が供給されえた力、については何ら述べられておら 

ず，経済的?J軍備の需要増大に対する域.門労(動力不足の具体的内容はわからない。

(32) Vgl. "Bericht des AA Berlin an den Prasidenten des LAA Brandenburg vom 20. Dez. 1937," in : 
ル!，IMl, B d .1 5 1 (Mason ： Dok. 2 1 , S. 262, 264-265).

(33). **AnO Uber den Arbeitseinsatij von Arbeitern der chemischen Industrie und Bangewei'bes in den 
Bezirken der AA Bitterfeld, Halle und Wittenberg vom 27. April 1937," in : DRA Nr. 96 (Mason : 
Dok. 38, S. 347-348). '

(34) "AnO liber den Arbeitseinsatz von Maueren und Zimmerern vom 6. Okt. 1937," in : DRA Nr. 233 
(Mason ： Dok. 66, S. 5 0 1 -5 0 2 ).'

(35) "Bericht des Trh. fiir das W irtschaftsgebiet Mitteldeutschland an den Reichs-* und PreuRischen 
Arbeitsminister (RAM) vom 20. Feb. 1937/* in i DZA Potsdam, RWM, Bd. 10352 (M ason; Dok, 37, S. 
341-345). .
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ナチス後期における労働政策とその突態に関する社会史的考察

專門労働者の雇用許可義孩制= 職場移動制限による建 

設堪労働者の確保が制度イ匕されることになる。もち 

ろん，完全な職場移動制限を課そすうとるもめではな 

く，建設專I巧労働者の国策上，経済政策上m 要な建設 

計画からの流出を制限して専門労働f力を確保するもの 

であ'ると同時に，廣門労働力が必要な場合には，摩擦 

な < 即座に許可を与えることによって建設建^門労働着 

を確保するものであるととは，發10月 7 日の帝国局長 

官の告示の明らかにするところである。このように, 
ナチ国家指導部は，一方においてM 力年針画の脑M内 

での建設計画届出|赛務制，他方において四力年計旧の 

枠を越える建設専門'労働者の職場移動許可義務制によ 

って,建設專門労働力不足を解消し,経済的W軍備 •戦 

争澳備のための重要な建設計画を実行する制度的基礎 

をもつに至ったのである。

では，建設業における労働配置の実態はいかなるも 

のであったろう力、。先の；L»37年 2 月力、ら1938年 6 月に 

至るライヒ労働管理官の秘密報告書から，以下のよう 

な特徴が抽出しうる。

建設業では，まず第一に，公的建設計画，特に国防 

軍建設.四力年計画建設の注文増加に対応して建設享 

門労働者不足が緊急の間題として提起されている。事 

態は，K 力年計画建設. H . ゲーリング帝国工業所建 

設によって建設專門労働者不足が激化すると同時に，

こうした巨大建設にも労働力が充分に確保されず，労 

働力が不足するまでになり（1938年1 . 2 月の中部-ル 

ベ，ニーダーザクセン，ノルトマルク）, さらに1937 年夏

以降は，建設専門労働者不足のみならず，不熟練建設 

労働者不足が進行するにまで至っている（1937年8 , 9 

月のポンメルン，. ヘッセン * ノルトマノレク， 1937年10月の中 

部ドィッ)。

第二に，こうした建設専門労働者不足にもとづいて， 

金業の制ではいわゆるr誘惑賞金j による建設専門労 

働者の足止め並びに他企業からの引抜きが積極的に椎 

進され（I937年 5 ;^のューダーザクセン, 中部ドイツ，1937 

年6 . 7 月ノルトマルク, ヴ= ストフプーレン，ヘッセン，中 

部ドイツ，ザ夕セン，1938年 1 . 2 月(6 ニーダーザクセン,.チュ 

- リンゲン) , 辑設專門労働者の職場移動をひき起こし 

た。また誘惑賃金ぱかり力、，オートバイの低価売却, 

バス* 企業家の白用車での送迎，遠隔地手当，宿泊手 '

当等のさまざまな手段も活用された（1938年5 . 6 月）。

第三に，特に公的建設（四力架計画. 国防軍建設）開 

連の企業における3 リ高い賃金の保証は，建設等.門労 

働者の吸引を可能にするひ937年8 ，9 月の中部ドィツ， 

ポンメルン， 1937年1 1，12月のニ‘ グーザクセン，ノ.ル'トマ 

ルタ，1938年5 . 6 月）と同時に， 建設業内の企業問格 

塞をひき起こし，その結果追加貸金を支权、ぃえぬ企業 

は厳しい労働力不足に悩み，労働力が枯渴する力、，劣 

等労働力しか確保しえなくなったり，質金格差の故に 

破産したりするに至っているひ937年6 ，7月のニーグー 

ザクセン， 1937^ .̂8 . 9 月のノルトマルク， 1937年10月の西-

南 ドイツ， ノルトマルク）。

第四に ,労働者の伽では，ョリ高賃金を求めた職場移 

動 が な さ れ （1937年4 月のノルトマルク，1937年6 ，7 月 

のノルトマルク，ヴ；ベストファーレン, へツ.セン， 中部ドイ 

ツ, ザクセン， 1938年1 * 2 月のニーダーザクセン， チュ- 

リンゲン)， 建設業内のョリ高賃金の企業への移動ぱか 

りか, 鉄 . 金属業，化学士業とぃう他部門への移勒が 

進行した (1938ip3 . 4月のチューリンゲン，中部エルべ) 

かくして，一方では企業の側での高賃金による足止め， 

引抜き策，他方では労働者の側での貧金要求，職場移 

動によって，労働者の資金収入と職場移動とが相互に 

関連して，建設業における享門労働力不足問題を重大 

なものたらしめたといえよう。

第五に，こうした事態は単に建設業に® まらず,建設 

材料業にも波及するものであった。建設材料業，特に 

れんが業は，建設業と比し低賃金のため労働力確保は 

困難であり（1937年2 月のノルトマルク），賃金収入の引 

上げ(1£>37年4 月のノルトマルク），能率手当ま給（I937年 

5 月のバイュルン）がなされたが，建設業への労働力流 

出を阻止しえなかったぱかり力、，禁止されていたにも 

かかわらず，解約告示期間を無視したり，あるいはま 

た，労働手帳の呈示なしに職を見つける（1937年6 ‘ 7 
月のプランデンプルタ，ニーダーザクセン）という事態に 

まで至り，労働力流出の激化が報告の一貫した最も中 

心的内容を占めていた（1937年3 月のバイュルン，1937̂ (v 
' 6 /  7 月.のプランデンプルク，こ一ダ*•'サ▲クセン，19374P.8， 

9 月の西南ドイツ，1937年11， 月の中部;t ルべ等々）◊ 特 

にれんが業における労働力流出は，れんが生まを危機 

的たらしめ，それによって四力年計画建設を困難にす 

る恐れがあるという指摘（1037年6 ♦ 7 月のプランデンプ

注(36) "Erl.'des PrSsidenten der Reichsaiistalt an die LA A und A A Vom 7. OkL 1937," in : Reichsarbei- 
tsblatt I, S. 247 (Mason ニ Vfok> 67, S, 503-504).
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ルク，.ポンメルン，，ニーダーザクセン，1938年'1 ，2 月のチ 

ューリンゲン）は事態の道大性を示している。

第六に，例えぱ1937年 2 月めバイュルン報告におい 

ては，アウトバーン建設では比較的賃金が高いが，労 

働者はさらに高い賞金を求めて仕事を止めたり，労働 

を担ぜしていること，また, I937年 6 , 7 の報告では， 

リューネプルクのれんが業で労働者が四時閩のストを 

行なったことが指摘され，労働者が積極的に抵抗して 

いたととが確認できる。それぱかりか，建設業に投入 

された労働者は劣參で，仕事嫌、、か政治的に信敏のぉ 

けぬ者であ力 （1937年 8 . 9 月の西ぽドイツ）， rイヤイ 

ヤそしてノ ロノ 口」しか働かず（1938年3 . 4 月のテュ 

一リンゲン）,能率の低下をもたらしており，高賃金によ 

ってもD A F のイデオPIギ一教まによっても労働意欲 

を向上させることはできなかったという指摘（め38年 

1 . 2 月の中部ルべ）がなされている。

し，さらには国防軍建設g十画を縮小せざるをえないく 

らい，建設享門労働力と建設材料不足が進行している 

ことが確認できる0 
次に，先のプランデンプルク州の労働配置問题ヤ同 

州労働庁長官は，特に空軍建設計画の展望が欠けてい 

ると批判し，それに対して空軍司令部代表は,1938年度 

空車建設計画はあるが個々の^^設計画の決定的なもの

はなく，しかも労働力需要の数量的展望はないことを 

認めている。また，1937年12月11日，四力年計画 r労
働配置j 部は，いかなる地区で大媒模な建設計圃が着 

手されるべきか，いつ開始，終了されるべきか，どの

位の労働力，いかなる質の労働力が投入されるべきか
(41)

を擴定する必要があると主張している。I938年 2 月に

至ってもゲーリングは，公機■の翅設評画と労働力の
(42)

規模に関する調2^を帝国局に依頼した，と述べている,

次に，四力年計画 r第izg施行指令J による建設計画 

屈出義務制によって，まず第一に，どの程族建設 

が認識されたか，第二に，どの程度翅設専•門労働力が 

確保されたかをみておこう。

まず,労働大臣はI937年10月総理府長官にあてて，公

以上のことから，建設計画届出義務制にもかかわらず, 
国家指導部が雄設計画，しかも再軍傭に最も重耍な建 

設計画でさえ把握しえていないということが確認でき 

る。したがって，それに必要な建設専門労働力の規模 

並びに質を把握しえていないことが確認できる。 

かくして，1938年 5 月17日には帝国局長官は州労働

*私建設計幽を国策上の重耍度に応じて遂行するよう
(37)

要請し，さらに経済大臣は同年12月 7 日，戦争大臣にあ
‘‘ (38)

てて国策上重要でない建設計画の縮小を主張している。

庁 ，労働局に対し国策上 . 経済政策上重要な建設計画,
(■43)

特に四力年計画建設に建設労働力の重点的確保を耍請

し，さらに5 月30日には，先 の r石工.木工労働配置

さらにますこ, 同年10月のプランデンプルク州の国防軍 

建設評画の労働配置問題の論議の中で,同州労働庁長 

官は，审事的立場から緊急度に応じた建設t十® の制服’
てい

指♦_)を廃棄して， r建設業における労働者並びに技
«4)

術者労働配置指令J を告示し，0 力年計画と直接関係

ざ唱え，国防軍建設計画の縮小さえP昌えるに至
(39) . ；

る。以上のことから，建設計画を緊急度に応じて遂行

しない建設業においても，労働者‘技術者の雇用許可 

義務制を制定した。本指令の特徴は，第一に建設業の 

企業が対象とされたこと，第二に熟練石工♦木工ぱか

 _______  りか広く労働者，技術者に適用対象が拡大されたこと

注0 7 〉 "Schreiben des RAM an den Chef der Reichskanzlei voin 22. Okt. 1937," in ; BA, R43 II, Bd. 533 
(Mason ; Djk. 68, S. 506-507). ' .

(38) Schreiben des Reichs- und PreuBischen W irtschaftsministers an den Reichskriegsministei' (RKM) 
u‘ a. \om  7. Dez. 1937," in : BA, R43 II, Bd. 417a (Mason : Dok. 72, S, 522-524).

(39) "Niederschrけt Uber die Besprechung vom 26. Okt. 1937 im LAA betreffend Gestellung vom
Arbeitskraften fur die Bauvorhaben der Wehrmacht," in: BA, R41, B d .188 (Mason : Dok. 70, S. 
516-519), ■

(40) ibid.
(41) "Schreiben der Geschaftsgruppe Arbeitseinsatz beim Beauftragten fur den VJP an den RKM 

u‘ a, vom 1 1 .Dez. 1937," in : BA, R41, B d .188 (Mason : Dok. 7 1 , S. 521).
(；42j "Schreiben des Beauftragten fur den VJP an den Chef des Oberkonimandos der Wehrmaclit vom 

19. Febr. ,1938," in : BA, R41, -Bd.1か (Mason : Dok. 77, S‘ 545).
(43) "Erl. des Prasidenten der Reschsanstalt an die LAA und AA vom 17. Mai 1938," in ; Reichsarbe-

itsblatt I, S. 206 (Mason : Dok. 79, S. 547).
(44) "AnO liber den Arbeitseinsatz von Arbeitern und technischen Angestellten in der Bauwirtschaft 

vom 30. Mai 1938," in : DRA Nr. 324 (Mason : Dok. 80, S. 550-551).
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ナチス後期における労働政策とその実態に閲する社会史的港察

にある。かかる# 徴をもつ本指令の課題は，帝国局長 

官の告示によれば，B 建設業への，動によって打撃を 

被る農業と建設材料業の労働力不足を緩和し，Cr)同策 

上 . 経済政策上の意義に挺って，建設業内の労働力配 

分を行なうことにおかれた6 しかし，.これによって.も 

1938年 5 . 6 月のライヒ労働管理官の報告が示すよう 

に， 態が改善される見込みはなかった。

第 さ 節 ，質金水準の動向

ナチス期の労働者の賃金収入は，第一に‘，国家宵史 

たる労働菅理官による賃率（L o lm ta r if)規制， 第二 

に，個別資本の自由意思による規定によって決定され 

ていた。服部英太郎が特徴づけたように，前者は， ワ 

イプール期の団体交渉による協約賃金制度を解体する 

もので， rffl家的賃を決定機構の確立J を意味し，第 

1 まの示すように，賞率ははぽ固定化されている。後

第 1 表 名目，実質時間賃 率 （1932 ニ100)
.

1932 1933 19341935 1936jl937|l9381939

名目時問賃率 

実質時間賃率

loo.ojg/.o

100.0|99.4

96.8|96.8

96.895.2
1

96‘8|97‘o|97'4

94.5|93.9|93.6

97.9

94.0

(Gerhard Bry, Wages in Germany 1871-1945, 
Princeton 1960, p. 239, 262.)

者は，協約货金制の緩和, r賃金政策の弾力性の拡充J 
をはかるもので，個別資本の一方的意思による賞☆切

下げの容認規定を制度化している。本稿の対象たる19 
36年秋以條における労働政策は，第一節で述べたよう 

に，労働® 置政策r よって貨金収入の無計画的上只を 

抑え，経済的79取備，戦杀準備を円i t にするというも 

ので，貧を政策そのものとしては,とのメカニズムを 

踏襲するものであった。しからぱその実態か何。現在 

最もM頼するに足ると思われる帝国統許局（Statistis- 
ches Reichsamりの秘密調査報告を主耍な資料とし 

て盤理すると以下のようになる。

。工業全体

工業全体の労働者の賃金収入は，1935年12月から19 
38年 6 月の間に時間賃金収入で5 ‘5 % , 迪賃金収入で 

8 .2%上昇し，1932—1933年と比較すると各々10 .2%, 
23%上昇している。遇賃金収入の上昇の方が大きいこ 

と，しかも，その原因が労働時間延長に帰されている 

ことが確認できる。しかし1938年 6 月の時期では，労 

働時間力時間ないしはそれ以上にまでなり，労働 

時間延長による週賃金収入の上界は期待しえず，賃金 

収入上昇は時間賃金収入の上昇によるというところが
(5り

大きいという指摘は，賃金収入の上昇が労働時間延長 

だけではなく，時閩賞金収入の上昇にも起因すること 

を示している。

しかしながら，これはあくまでも名目上の賞金収入 

上昇であり，実質上の励向を示すものではない。第 2 
まから生計費上昇(⑥ ) ，賞金控除分の上昇（⑦）を考 

慮す.ると，実質週賃金収入は，1932年二1 0 0とすると， 

1936年ニ1 1 2 , I938年ニ114しか上界していないことに

.注(45) "Erl. des Prasidenten der Reichsanstalt an die LAA und A A voni 2. Juni 1938," in : Reichsarbeit- 
sblatt I, S. 252 (Mason : Dok. 8 1 , S. 552-553).

(46) 服部英太郎『賃後政策論の史的展開』 r著作集J |第三巻所収，252, 262- 270H 。

(47) Mason のドキュメント解説（ZwT. vor D o k .15, S. 236-237)参照。

( 4 8 ) ①"Bericht des Statistisches Reichsamts uber die Entwicklung der tatsachlichen Arbeitsverclie- 
nste im Jahre 1936 (Bericht SR uber Arbeitsverdienste i  略す）,’’ in: BA, R43 II, Bd. 542 (Mason : 
Dok. 15').②"Bericht SR iiber Arbeitsverdienste im 1 . Vierteljahr (Vj.) 1937," in : BA, R43II, Bd. 
542 (Mason ； Dok, 3T), ©"Bericht SR uber Arbeitsverdienste im 2. Vj. 1937," in : BA, R43 II, Bd‘ 542 
(Masoii ニ Dok. 4 3 ') .④"Bericht SR iiber Arbeitsverdienste im 3. Vj. 1937," in : BA, R43II, Bd. 542 
(Mason : Dok, 46').⑥ "Bericht SR iiber Arbeitsverdienste im 4‘ Vj* 1937," in : DÂ  R43 II, Bd. 542 
(Mason： Dok. 50'),⑥ "Bericht SR uber Arbeitsverdienste in den ersten Monaten des Jahres 1938," 
in : BA, R43 n , Bd. 542(Mason ; Dok, 100 ').⑦れBericht SR Uber Arbeitsverdienste ini 2, Vj. 1938," in : 
BA, R43II, Bd. 542 (Mason : Dok, 132').この内，完ikな形で残っているのは①⑥⑦だけである。

( 4 9 ) 注 (48)—⑦， ごが, , S, 770-771.
( 5 0 ) 注 （48)— ①，op. cit., S. 238,
( 5 1 ) 注 （48)— ⑦，op. c it, S. 778-779.
(52) 1936/37ギの賃命控除の内訳は，粗税4 ,5% ,社 会 保 陳 D A F 1^11金 で あ り , , その他合針で賃金の一20% 

になる0 (P. W. Giiillcbaud, Tke Economic Recovery of Germany. From 1933 to the incorporation of 
Austria in March 1938, London 1939.邦 fナチス独適の経済建設Jl.195-K6貝‘。）R .グルンペルガーによ；Hぱ 

約18% (Richard Grtiuberger, A Social History of the Third Reich\ London 1971,p* 242.)。
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1939年

39.4235.13

1936年①

名 寻  
時間給

②

実 質  
時間給

③

名 1  
週.給

④

m  M
週 給

⑤

哲 庁  
生計費

⑥

調整後 
生計費

⑦ 
賃金控 
除後週 
給

⑧
賃☆控除 
，生■費調 
整後週らも

1932年 100.0 100.0 100.0 100‘0 100.0 100.0 100 100
1933 96.9 99.4 102.2 104.8 97.8 97.8 104 104
1934 99.3 99.4 109.7 109.6 100.4 100.4 109 109
1935 100.8 99.2 112.3 110.5 102.0 102.0 110 110
1936 102.5 100.0 116.6 113.7 103.2 103.2 112 112
1937 104.6 101.2 120.6 116.8 103.7 108.6 115 110
1タ38 108.2 103*8 126.5 121.4 104.1 109.0 119 114
1939 < 111.3 106.9 131.3 126.0 104.6 109.5 123 . 118

(G. Bry, op. ciL, p. 239, 262, 264.)
なる。し力、し，それでも2 年間に2 ボイント上昇して 

いることは注目に値する。 - 
C：：)生産P •部門と消費財部門

調查報告書は,時間貧金収入の上昇率は特に生産財 

部門において著しく，それに対して週賞金収入の上昇 

率は消費財部門の方が大きいことを指摘している。そ

第 3 表名目時間賃金収入（単 位 ：Rpt.)
1935.12 1936.12 1937.12 1938.12

建 設 業 72.4 72.1 72.3 75.4
建具*家具 68.4 71.3 73.6 78.5
化学工業 82.0 82.0 84.6 85.3
製 鉄 業 一 86.3 93.5 96.1
m 業 ■--- - '— ' 60.7 61.9
鋳 造 業 一 一 88.2 93.3
ガ ラス業 一 --- - 63.6 67.9
ゴ ム 業 一 - . ’ 一 一 87.8
盗厲加工業 83.6 85.7 88.9 91.9
非鉄金属 一 — 一 91.7
石版印刷業 
石と粘土

81.1 81.9 82.7 84.8
一 ■--- - 60.1 73.7

製 材 業 54.2 54.8 57.6 61.6
印 刷 業 106,5 106.1 106.5 108.5
衣 服 業 53.8 54.5 55.7 59.6
せ ん い 業 
製 紙 業

55.0 54.6 55.8 59.163,0 63.3 64.6 65.6
靴 業 62.3 63.2 64.7 66.5

第子バンめん類 50.1 50.7 51.0 52.1
驗 造 業 101.2 100.7 101.1 101.2
紙加エ業 58.8 58.4 59 .2 61.5
全 体 73.6 76.7 78.2 81.0
("Die lohnpolitischc Lage. Vertrauliche Denk- 
schrift des Arbeitswissenschaftlichen Instituts 
der DAF, Oktoberl939/*in ： DZA Potsdam ； Mason： 
Anhang Dok, Uc、S. 1262.)

(G. Bry, op. cit,, p. 251,)
の原因は，生産財部門では，B 専門労働者不足による 

時間賃金収入上昇,一時的な原料不足による週労働 

時間短縮であり，消費財部門では，生産財部門労働者 

の賃金収入が消費財市場に流れ，それによって消費財. 
生産が活発となり，労働時間が延長されることによっ 

て週賞金収入が3 リ上昇したとされている。1938年第 

1 四半期の報告では，消費財部門の時間賞金収入の上 

昇率の方が大きいことが指摘され，主に生産財部門の 

賃金引上げによる労働者弓I抜き.移励によって，消費 

財部門の時間賃金収入のョリ大きな±昇がもたらされ
C55)

たことが示されている。

しかし, これはあくまで上昇率であって，賃金収入 

の絶対額を示すものではない。そこで，（a)賞金収入の 

絶対額，（b)労働時間の絶対値，における両部門の差興 

をみることにする。第 3 表から，第一に,両部門問の名 

自時間賞金収入の絶対額の格善はきわめて大きいこと 

(1937年12月で生産財旧係の平均で85*5 R p f .に对L t：消 

費財関係では58.5 R p f .である）, 第二に， 生遊財部門 

の時間賃☆収入の上昇は箸しいということ（I935年I2 
月一 1936れU2月に生産財部門平均で約6.2 Rpf. , 消費財部 

門平均で約1 R p f .上得）が明らかとなる。また第4 まの 

名目週貨金収入の絶対額から，週資金収入においても

注( 5 3 )注(48〉ー①，op. ciL, S. 23S-239；法(48)—③* op. cit., S. 378；注(48〉ー④，oね‘ cU‘, S. 400-401 i 

op. cit., S. 772-773,

( 5 4 )往(53)ならびに法(48)—⑥，が 仏 ，S* 412-413.

C 55 )注(48)—⑧, op. cit,, S‘ 629-630, ,

一''— - ^0(670"^ ..

注(48)—®,

H i

ぐ
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第 2 表労働者の賃金収入（1932=100) 第 4 表名目週賃金収入（iゆ位：RM)
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ナチス後期における労働政策とその実態に関する社会史的考察

第 5 表 週 労 働 時 間 （単 位 ：時問）

1929 1932 1933 1934 1935 1936 1937 1938 1939
工 業 全 体 46.04 41.47 42.94 44.56 44.44 45.56 46.06 46.54 47.8
生 産 財 46.34 41.16 42.96 45.15 45*87 46.61 47.25 47.84 48.8
消 哉 財 45*65 41.80 42.89 43.81 42.60 44.23 44.54 44.91 43‘5
鋼 業 . 48.24 39.38 41.94 45‘67 46.23 47.53 47.43 47.96
輸 送 設 備 45.02 39.32 43.12 44.50 45.12 45.81 45.66 45‘93
機 械 49.01 40.31 42.66 47.18 49.07 49‘00 49.86 50.07
電 機 44.71 35.30 38.76 43.88 45.07 46.13 46.67 46.39
皮 45.34 43.57 44.13 45.19 44.73 44.31 44.18 45.04
せ ん.い 44.73 40.95 42i37 42.93 40.78 42.30 43.07 43.95
衣 服 45.80 42.59 43.75 44.01 .41.46 43.96 43‘52 44.40

食料【な • ゴム 47.00 43.11 43.26 44.99 44.76 45.03 45.47 45.46
(B. Klein, op. cit., S. 70.)

生産旧:部門の方が絶対的に大きいことが確認できる。 

本表からは上昇率にお、ても生財部門が凌いで、る 

ことになるが，これは官庁統BI‘であり，かつまた19S9 
年平均であるることから，前述の調S 報告書と矛盾し 

ているようである。

次に，部門別の週労働時間の動向をみると，第 5 ま 

から，生産財部門の週平均労働時間が消費部門のそれ 

を上回り，特に機械と繊維を比較すると, 1938年f 均 

で週6 ，6 時間も格差がある。しかしながら，これはあ 

くまでも官庁統計であり，前述のように週60時間以上 

にまで達しているという指摘から，必ずしも実熊を反 

映しているとはいえない。そこでD AF労働科学研究所 

の秘密覚書に示された統計をみると，1938年中頃で週 

48時間以上労働している労働者の割合は,繊維業では 

25.1%であるのに対し, 機械製作では49.9% , Ip輔製 

作でも44.5%にまで達している。このように，生産財. 
部門の週労働時間は消費財部門のそれに比し箸しく 

長く，し力、も延長されていったということ，それに対 

して消費財部門のそれは，かなり短かかったが，その 

上で述のように週労働時間力延長ざれていったであ 

ろうことが確認できる。

賞金収入で 5.5  %
る。また，ルール地区

(ま鉄，金属業

帝国統計局の完i ：に残った上 

記三つの報告においては, M- 
に鉄鋼業と金属加工業が具体 

的に取り上げられている。ま 

ず，鉄鋼業においては，1936 
年:I2月報告では賃金収入の目 

立った変化はなく，その原因 

は原料不足に帰せられている 

力，、，1937年第 4 . 1938年第 2 
© 半期の報告になると，時問 

•週賞を収入共その上界は生 

廣財部門平均を遥かに越え，

1937年 6 月から1 年間に時間
(59)

週賃金収入で8 .1 % も上昇してい

ジーゲルランドでは1973年 9
月から3 ヶ月間に，時間賃金収入は2 % 上昇したのに 

対し，ザールランドでは8 .1 % も上界していることか 

ら，地域格差を考處する必要があるが，それ以上のこ 

とは，定かではない。

次に金厲加工業では，軍需生産増大のため，労働者 

数の増加並びに労働時間の延長がはかられ，時間 ，週 

貧金収入共かなり上昇し，原料不足によって影響され 

ていないことが街摘されている。部門別格差の考慮の 

'必耍性を示している，といえよう。 .
賞金収入の絶对額でみると，第 3 ,第 4 表から，鉄， 

金屑業平均の時間賃金収入は，建設業を約10 Rpf 
消費財部門平均を約30 R p f .上回り,週賃金収スも 

建設業を約10 RM以上，消費財部門平均を約20 RM 
上回っており，鉄 ，金属業が，工業全体の中で最も高 

賃金部門を構成していることが確認できる。

建設業

帝国統計局の指摘するところでは，建設業では建設 

労働者が地域間を移動しているため概観することは困 

難であり，ま^ 特に再Sfifi関係の建設作業が都市から 

貧金水準の低い農村に移動しているため，資金収入は

注(56) C .ギルボード前掲書，192買黎照。

(57) "Die lohnpolitische Lage. Vertrauliche Denkschrift des Arbeitswissenscliaftlichen Instituts der 

DAF, Oktober 1939,，，in : DZA (Mason J Anhang Dok. lie, S. 1261).

(68) ^ ( 4 8 ) - ® ,  oP. ciU  S. 240-241.
( 5 9 ) 注(48)—⑥，op, ciU  S. 414-415 ；注(48)—⑦，op. ciL, S. 773.
( 6 0 ) 注(48)— ⑥，op. cit., S. 414-415. ‘、

(61) — ①，oA れ S‘240-241;注(60)も参照。
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(62)
僅かしか上-昇していない。それでも1937年第 4 四半期 

の報告では，1935年12月から時問賃金入は 4.5 % 上 

昇し，特に建設尊門労働者のそれはかなり上昇したこ 

' とが示されている。

建設業の建設材料業に対する相対的賃金格養が，建 

設材料業の労働力の建設業への移a を弓Iき起こしたこ 

とは前節第二項で確認した力第3 ，第 4 まから，建設 

業に対して建設材料業m と粘土業，製材業)は， 時 間 . 
週賞収入とも，相対的に低いが，その上界率は建設村 

料業の方が，相対的に高いととが確認できる◊

最 終 節 結 論 的 考 察

以上，I936年秋のra力年計困政策以降1938年 6 月ま 

での労働配置政策の実態を，労働配置状況並びに*賞金 

水準の動向として分析してきた。東方の生存圈纏得の 

ための国内の経済的再軍備.戦争準傭を遂行するに必 

要な労働力の重点的確保という労働力政策としてのナ 

チス労働政策は，’鉄 . 金属業においては金属労働者の， 

職場移動許可義務制として，建設業においては建設導： 

門労働者の職場移動許可義務制並びの建設計画届出義 

務制として制度化された。労働市場へのかかる「意図 

としての間接的統制j は，その実態においては,経濟 

的]9 軍備に緊急に必要とされていた金属労働者.建設 

専門労働者を2S点的に確保することを不可能にしたば 

かりが，労働配置の国家的統制というその政策意図と 

は逆に，個別資本と労働者との個別的契約閲係に労働 

力確保を従属せしめることによって，無計画的な労iii 
移励を狙止しえず，さらに無計画的かつ飛躍的な貸金 

収入の上昇をも胆止することができなかったのである。

以上のことから， r意図とじての間接的統制J は卖 

熊そのものを反映しておらず,あくまでも政策意旧を 

示すに過ぎず，その意味でぺッツィ一ナの把掘は一面

的であったといえよう。経済的ぽ軍備進行との関連 

における相対的な專門労働力不足から由来する諸現象 

は，実態における労働市場統制= 「労働力動員j を示 

してはいないものの, クラインの言うようなナチ国家 

指導部の意識性にもとづくものとはいえず，その意味 

でクラインの見解ゆ一面的であろう。

さらに，実態としての労傭！政策は，単にこのような 

労働力的侧而K1おけるネガチィ ヴな結果を生せ'しめた 

ぱかり力、，労働者の熊廣におけるネガチィヴな結来を 

もたらした。賞上げ琴求のストライキ.貧金収入増加 

のための意図的職場移動から，無断欠動，労働規律の 

低 下 •労働能率の低下に至るまで労働者はさまざま 

な形でネガティヴに反応していたのである。（イ)個別 

資本の資本主義的掉取， （ロ)労働管理官並びに労働局 

の国家的統制，（ハ) D A F のイデオロギー的統制， ゲ 

シュ .ヶポ （国家秘密警察）のチロル活動，というK 重の 

機構下にあった労働者大衆が，個別資本による高賃金 

収入の保証によっても，またD A F のイデオロギ 一  

教育によっても統合され得なかったという事実は，ナ 

チス，ドイツが経済的蔣軍傭，戦争準備を積極的に遂 

行してゆくための国民的前提のももさを如資に示して 

いるといえよう。ここに，これまで労働者大衆の政治 

的 ,，イデオロギー的教ま^活動に限定されていたDAF 
が，1937年秋以降 ,社会的，経済的領域に链極的に介入 

してゆかざるを得ない条件，さらには，ゲシュタポの 

チル活動が活発化する条件が酸成されていたといえ 

る。1938年初めの諸権力グル 一 プ間の権力対抗の先鋭 

化は , 実は，労働者のこのようなネガティヴな皮応に 

まで結実したナチス労働配置政策の実態の権力関係に 

おける現象なのである。ナチ®家指導部の政策意园と 

実態 i のギャップの前述のような特質は，ナチ体制と 

労働者大聚との開速のこうした特質をも生み出し，ナ 

チプ、権力権造の特徴的な様相を結‘実させたのである0

注 （6 2 ) 注(48)—①，op. cit., S. 2 42;往( 4 8 ) -⑥，op. cit., S. 41&-417 ；法( 4 8 ) -⑦，op. cit., S, 775, 778.戦ホ経済的に 

重耍な四カキこ計画エ楊の建設は，巾部*}U部ドイツ（ブラウンシムヴプィク，マクデプルク，ハレ，ライプツィヒ）にBi 
点力'、移勘している。統計的に示せぱ，ライヒ全体の工業生産にめる中部ドイッの工業生産の制合は，1936どTiに24.6% 
力、ら1939年に26‘6%へ上界し，また束部ドイッのそれは1936印6.4%から193がr‘6 ‘9%へと上界したのに対し，西部ド 

イッのそれは 61‘0%から59.2%に減じている。D. Pdtzina, Vierjahresplan, S. 260 ； Ders, Autarkiepolitik, S. 
188-189.

(63) f]iC48)-(D, op. cit., S. 416-417.
(64) Mason, "Eiiileitunだ," in : Arbeiterklasse und . VolksgemeiHschaft, op. cit., S. 128, 129-130,132 ； Ders, 

"Labour in the Third Reich 1933-1939/* in : Past and Present, Nr. 33,1966, p. 103, 124, 125.
( 6 5 ) ゲシュタポのチロル沾勘の分析は, 後Hにゆだねることにする。

(65) Mason, "Labour," oか cit., p. 125.山ロ定 P R .ライとその周辺J 『举I'lJ社会忠想j.2-3, 1972̂ 1% 641-643^0
9 2 (^ 7 2 )
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ナチス後期における労働政策とをの突態に関する社会史的-考察

1938年 6 月 に は r労務義務☆」 と r賃金構成令J と 力、るョリ統制的な労働者政策として現われざるを得な 

して新たな展開を遂げるに至ったナチス労.働政ザIが， い社会史的条沖が，ここに醜し出されたといえよう。 

経済的??审備遂行のため0  a リ直接的な労働力政策と （慶應義塾大学大学院経済学研究科傅士課程),
してと同時に，労働者大来のイデオロギー的励員をは

注 ( 6 7 ) とれらの労働政饿ならびにその資態につ、、ては後日にゆだねることにする;
-—— 0 3 (6ダ5 ) - 一一-


